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るもいデジタル技術導入促進事業委託業務企画提案指示書 
 

１ 業務名 

るもいデジタル技術導入促進事業委託業務 

 

２ 業務の目的 

管内では、労働力人口の減少が進み、深刻な担い手不足に直面している。このため、管内一次産業、建設

業におけるデジタル技術の普及、導入促進に向けて、奏功事例の紹介や有識者による講演、ソリューション

展示等からなるイベントを開催し、管内関係事業者等の一層の意識醸成を図ることを目的とする。 

 

３ 委託業務の内容 

管内一次産業、建設業におけるデジタル技術の普及、導入促進に向けたイベントを、次のとおり開催する。 

 （１）開催場所   

北海道留萌振興局合同庁舎内（２階講堂、１階道民ホール 等） 

 

（２）開催時期   

令和８年 10 月下旬～11月上旬 

 

（３）提案事項 

   ア 有識者による講演会（１名、６０分程度） 

     講演者の選定及び招聘を行う 

 

   イ ソリューションの展示会 

     出展事業者の選定及び招聘を行う（農業、林業、水産業、建設業 最低各１社以上 計 10 社程度） 

     ※出展事業者からの出展料は徴収しない 

 

   ウ その他の事項 

上記に記載したもの以外で本事業の目的を達成に資する提案事項がある場合、提案すること 

 

 （４）事業成果品 

    事業実施による製作物は、次のとおり事業終了時に北海道留萌振興局へ提出すること。 

   ア 委託業務実績報告書 紙・電子データで提出 

   イ 業務完了報告書 紙・電子データで提出 

 （規格及び数量）紙 ：A4 判、両面印刷、部数 １部 

         電子：CD-R または DVD-R   １部 

用紙の材質や電子データ作成方法等については、打合せにより決定する。 

            なお、本成果品については、委託業務実績報告書と合わせて提出する。 

 

４ 委託契約期間 

契約締結日から令和８年（2026 年）12 月 11 日（金）まで 

 

５ 予算額 

２，５００，０００円（消費税及び地方消費税相当額を含む） 

 

６ 公募型プロポーザル方式に参加する者に必要な資格 

（１）単体法人又は複数法人による連合体（以下、「コンソーシアム」という。）とする。 
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（２）単体法人及びコンソーシアムの構成者は、次の要件をすべて満たしていること。 

ア 単体法人で参加する場合は、道内に本店又は主たる事務所あるいは支店等の拠点を有するものであるこ

と。 

また、コンソーシアムで参加する場合は、道内に本店又は主たる事務所を有するものをその構成員に含

むものであること。 

イ 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 167 号）第 167 条の４の規定により競争入札への参加を排除され

ているものでないこと。 

ウ 北海道の競争入札参加資格者指名停止事務処理要領（平成４年９月 11 日付け局総第 461 号）第２第１

項の規定による指名の停止を受けていないこと。 

 また、指名の停止を受けたが、既にその停止の期間を経過していること。 

エ 暴力団関係事業者等であることにより、道が行う競争入札等への参加を除外されていないこと。 

オ 暴力団関係事業者等でないこと。 

カ 宗教活動又は政治活動を目的とした団体でないこと。 

キ 次に掲げる税を滞納している者でないこと。 

（ア）道税（道が賦課徴収するものに限る。以下同じ） 

（イ）本社が所在する都府県の事業税（道税の納税義務がある場合を除く。） 

（ウ）消費税及び地方消費税 

ク 次に掲げる届出の義務を履行していること。（当該届出の義務がない場合を除く。） 

（ア）健康保険法（大正 11 年法律第 70号）第 48条の規定による届出 

（イ）厚生年金保険法（昭和 29 年法律第 115 号）第 27条の規定による届出 

（ウ）雇用保険法（昭和 49 年法律第 116 号）第 7条の規定による届出 

（３） コンソーシアムの構成員が単体の法人としても重複参加するものでないこと。 

また、コンソーシアムの構成員が他のコンソーシアムの構成員として重複参加する者でないこと。 

（４） コンソーシアムを構成する企業間に明確な協定等が存在すること。 

また、北海道から委託を受けた事業が完了した日の属する年度の終了後５年間、会計帳簿等の関係書

類の保存について、協定書等に記載があること。 

 

７ 審査基準 

  企画提案者は、次の事項について審査し、総合的に判断する。 

 （１）業務遂行能力 

    ①業務を遂行するのに全体的な処理能力に問題はないか。 

    ②業務を遂行するに当たって十分な実績を有しているか。 

 （２）業務処理体制 

    ①業務の実施体制、役割分担が明確にされているか。 

    ②全体的なスケジュールが具体的に提案されているか。 

（３）イベント実施内容の的確性 

    ア 全体評価 

     ①振興局が提示する企画提案指示書の内容に適合しているか 

     ②留萌管内の一次産業・建設業の現状課題に対応した内容となっているか 

 

イ 講演会・展示会の企画立案 

   ①展示会参加企業の数が担保されているか、農業・林業・水産業・建設業それぞれの産業に係るソリ

ューションがバランス良く含まれているか 
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   ②講演会の内容が事業目的に資するものとなっているか、参加者の関心を引くテーマ設定及び適切な

講演者選定となっているか 

   ③参加事業者との諸調整など展示会の企画・運営力を有しているか 

   ④専門的な知識・ノウハウを生かした提案となっているか 

 

８ 選定業者数 

 １社を選定する。 

 

９ 参加資格審査申請書の提出 

公募型プロポーザル方式への参加を希望するものは、参加資格審査申請書及び添付資料を提出すること。 

（１） 提出書類 

ア 参加資格審査申請書（別紙２） 

イ 添付書類  参加資格審査申請書（別紙２）記載のとおり 

ウ 誓約書（別記２） 

エ 代理申請する場合は委任状（別記３） 

オ コンソーシアムの場合は協定書等の写し（別記４にて例示） 

（２） 提出に係る留意事項 

ア 「参加資格審査申請書（別紙２）」及び添付資料は、代表者印（コンソーシアムの場合は代表法人の代

表者印）を押印の上、提出すること。 

イ 様式の規格は A4 判タテとする。 

（３）提出書類及び部数 

「参加資格審査申請書（別紙２）」及び添付資料 各１部 

（４）提出期限 

令和８年（2026 年）６月 22 日（月） 17 時（必着） 

（５）提出先 

 北海道留萌振興局地域創生部地域政策課 

  〒077-8585 留萌市住之江町２丁目１番地２ 北海道留萌合同庁舎２階  

（６）提出方法 

持参又は郵送（特定記録、簡易書留、書留のいずれか）による。 

※ 持参の場合の受付時間は、9時から 17時まで。(土曜日、日曜日を除く。) 

 

10 企画提案書の提出 

参加資格審査申請書の提出後、道から企画提案書の提出の要請を受けた者は、次のとおり必要な書類を提出

すること。 

（１）提出書類及び様式 

企画提案書及び添付資料 

（２）提出部数 

各９部 

※ 提案者名は１部のみ記載し、残り８部には記載しないこと。 

（３）提出期限 

令和８年（2026 年）７月８日（水） 17 時（必着） 

（４）提出先 

  北海道留萌振興局地域創生部地域政策課 



                                       別紙３ 

4 

 

    〒077-8585 留萌市住之江町２丁目１番地２ 北海道留萌合同庁舎２階 

（５）提出方法 

持参又は郵送（特定記録、簡易書留、書留のいずれか）による。 

※ 持参の場合の受付時間は、9時から 17時まで。(土曜日、日曜日を除く。) 
 

11 企画提案書の作成方法 

（１）企画提案書の作成にあたっては、「るもいデジタル技術導入促進事業委託業務企画提案書作成に係る留意

事項（別紙４）」を参照し、留意事項に基づき具体的に企画提案すること。 

（２）表紙を「企画提案書」の１ページ目とし、以降、企画提案の内容とし、最終ページを「業務処理に係る概

算経費（事業予算見積書）」とすること。 

（３）「企画提案書」のうち、２ページ「Ⅰ 業務遂行能力」の「１ 事業者の概要・主な業務経歴」について

は、国又は地方公共団体と契約を締結し、確実に履行された受託業務に係る主な実績を記載し、事業実績

を示す書類（報告書の表紙等受託実績がわかるもの）の写しを１部添付すること（必須）。 

また、「Ⅱ 実施体制」の「１ 本事業の業務遂行にあたっての人員配置・実施体制及び関係団体との連

携」については、本業務に関わる全てについての必要事項を記載すること。 
 

12 企画提案内容のヒアリング 

（１）企画提案内容について、対面にてヒアリングを実施する。 

（２）ヒアリングでは、企画提案書に記載された内容についてのみとし、当該提案書に記載されていない事項の

説明や追加資料の配付は認められない。 

（３）実施日時及び場所等は、参加者が確定次第、別途決定及び通知する。 

（４）企画提案書を提出した事業者が３社を超える場合には、審査基準による企画提案書の一次審査を実施し、

上位３社をヒアリングへの参加事業者とする。 

（５）ヒアリングの結果、最も高得点を得た企画提案者の採用を決定する。 

 

13 業務上の留意事項 

  受託者決定後、企画提案の内容を基本として、道と受託者が協議し委託業務の内容を決定する。 

 

14 その他 

（１）本公募型プロポーザルに係る説明会は実施しない。質問等がある場合は、個別に説明するので「15 問合

せ先」まで問合せすること。 

（２）参加資格審査申請書及び企画提案書の作成及び提出並びにヒアリング参加に係る費用は、提出事業者の負

担とする。 

（３）企画提案の採否については、文書で通知する。 

（４）参加資格審査申請書の提出後に企画提案書を期日までに提出しない場合は、辞退したものと見なす。 

また、ヒアリングに参加しない場合も、同様に企画提案の意思がないものと見なす。 

（５）提出された参加資格審査申請書及び企画提案書等の提出書類は、返却しない。 

委託事業者の選定のためのみに使用し、機密保持には十分配慮する。ただし、北海道情報公開条例による

公文書開示請求がなされた場合は、不開示情報（個人情報、法人の正当な利益を害する情報等）を除いて、

情報公開の対象となる。 

（６）採択決定後、提出された提案書及び補足資料並びに契約書類に記載された事業概要（図・写真を含む）、

委託先・コンソーシアム構成員の名称、契約金額（支出内訳を含む）については、公表・活用する場合が

あるので、当該部分の公表・活用についてはあらかじめ提案者の了解を得たものとして扱う。 

（７）提出された書類は、道において必要な場合、複製を作成することがある。 
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（８）提出期限以降における参加資格審査申請書及び企画提案書の差替え又は再提出・追加提出は認めない。 

 

15 問合せ先 

北海道留萌振興局地域創生部地域政策課 

〒077-8585 留萌市住之江町２丁目１番地２ 北海道留萌合同庁舎２階 

・電話  0164-42-8421（直通） 

   ・メール rumoi.chisei@pref.hokkaido.lg.jp 

・問合せ可能時間 平日 9時から 17 時まで 

 


